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1. はじめに 
意思決定一般において、用いる情報がはらむ不確実

性を考慮することは重要であり、社会資本整備におい

ても例外ではない。社会資本整備は、構想、設計、施

工といった段階毎に、複数の計画案の中から選択がな

される。選択の意思決定は、全体的な概略計画から、

工事実施に必要となる個別の具体的事項へと順に詳細

になる。段階によって得られる情報や取り得る選択肢

が異なるため、それぞれの段階に応じた不確実性を考

慮する必要がある。近年では、社会資本整備に伴う CO2

等の環境負荷排出量変化を意思決定材料の一つとして

用いることの必要性が増してきている。これを実施す

るためには、各意思決定段階に適した情報が必要とな

る。本研究では、交通社会資本整備の具体的事例を挙

げ、各意思決定段階におけるライフサイクル CO2排出

量推計結果の不確実性分析を行う。 
 

2. 各意思決定段階における不確実性 
本研究では、既存路線バスによる輸送を鉄軌道によ

る輸送に代替する計画を対象とする。交通機関のライ

フサイクルのうち建設時と供用時を対象に、それぞれ

について環境負荷排出量推計とその不確実性分析を行

う。 
社会資本整備の資料 1)を参考に、以下のように意思

決定段階を設定する。 
1) 構想段階：事業の概略計画を行う段階。整備する

交通社会資本の機能、基本構造等を決定する。 
2) 設計段階：構造形式、構造諸元を検討する段階。

概略の材料や工種別数量などを決定する。 
3) 施工段階：施工方法や使用資材などを決定し、社

会資本を建設する段階。 
各意思決定段階における不確実性の所在を表 1のよ

うに設定し、段階毎に不確実性分析を行う。 
 

3. 不確実性分析手法 
本研究では LCA のうち、環境負荷量を推計するイ

ンベントリ分析の段階での不確実性を検討する。推計

には大量の確率分布データを取り扱うため、モンテカ

ルロシミュレーションを用いて、結果のバラツキの分

布を求める。試行回数を 1,000 回とする。 
(ア) 建設時における不確実性分析 
1) 構想段階：積み上げた各交通社会資本整備事業の

排出量データの中から実施する事業1つをランダ

ムに選択する。 
2) 設計段階：データベース上に存在する資材の原単

位データの中から使用する資材1種類をランダム

に選択する。資材投入量、原単位の測定誤差は施

工段階と同様の分析を行う。 
3) 施工段階：LCA データベースを参照し、積上げ法

を基本とする著者ら 2）の手法を用いて推計を行う。 
(イ) 供用時における不確実性分析 
供用時の公共交通及び自動車の走行時排出量推計は、

表 1 各意思決定段階における不確実性の所在 

建設 供用

構想段階
• 資材量、原単位の測定誤差
• 使用する資材・工法の種類
• 整備する交通社会資本の種類

• 関係式と実測データ間の誤差
• 交通量・燃料の誤差

• 整備する交通社会資本による
車線数の変化

設計段階
• 資材量、原単位の測定誤差
• 使用する資材・工法の種類

• 関係式と実測データ間の誤差
• 交通量・燃料の誤差

施工段階 • 資材量、原単位の測定誤差
• 関係式と実測データ間の誤差
• 交通量・燃料の誤差  

 

＝

＝

運行
(自動車)

環境負荷
原単位

燃料消費量運行編成数
運行

(公共交通)

V－燃費式交通量 Q-V式 燃料
消費量  
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森本ら 3)を参考に行う。推計式の概略を図 1 に示す。

公共交通は燃料原単位の測定誤差を、自動車は燃料原

単位、交通量の誤差、関係式と実測データ間の誤差を

不確実性として与え、分析を行う。 
燃料原単位の測定誤差は、データベースの原単位デ

ータに搭載されている確率分布を用いる。交通量の誤

差は、計画値 4)と実測値 5)の差を確率分布として表す。

Q-V 式、V-燃費式は実測データ 5),6)より求め、実測デー

タ間の誤差は、パラメータの分散を基に確率分布を与

えることにより表す。このとき、並行道路の車線数が

決定している設計・施工段階における誤差は、決定し

ていない構想段階に比べ小さくなると考えられる。 
 

4. 不確実性分析結果 
本稿では、構想段階において LRT 整備を決定した後

の設計・施工段階における不確実性分析をケーススタ

ディとする。評価範囲は森本ら 3）を参考に、公共交通

のシステム全体に加え、並行する道路の自動車交通量

も含めたものとする。設定した評価範囲を図 2に示す。

ライフタイムは、インフラは 60 年、車両は 20 年とす

る。 
不確実性を考慮しない代表値に基づいたCO2排出量

推計の結果を図 3に示す。不確実性を考慮しない場合、

路線バスをLRTに代替することで53.9ktのCO2を削減

できるという結果となった。 
設計段階におけるLRT整備後のライフサイクルCO2

排出削減量の不確実性分析結果を図 4 に示す。削減量

が負の部分は、整備後のCO2排出量が整備前を上回り、

ライフサイクルCO2の削減とならないことを表してい

る。LRT 整備による CO2 の削減確率は 84.2%であり、

15.8%の確率で CO2削減とならない結果となった。 
削減確率が十分確保できない場合、それを上げる対

策を行う必要がある。本稿では、排出量が小さい建設

資材・工法を選択することで施工段階における削減確

率の向上を図ることを考える。建設時の設計・施工段

階における不確実性分析結果を図 5 に示す。設計段階

に比べ、資材・工法が決定された施工段階のバラツキ

が減少していることが分かる。また、排出量の小さい

資材・工法を選択しているため総排出量も削減されて

いる。上記の施工段階におけるライフサイクル CO2排

出削減量の分析結果を図 6 に示す。設計段階に比べ、

変動係数が小さくなっていることが分かる。また、削

減確率も上昇していることが分かる。 
 

5. まとめ 
交通社会資本整備における具体的な事例を挙げ、各

意思決定段階におけるライフサイクルCO2排出量推計

結果の不確実性分析を行った。その結果、不確実性を

考慮することによって、代替案の優劣が逆転する可能

性があること、適切な対策を行うことで逆転可能性の

減少が可能となることを明らかにした。 
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図 3 代表値に基づいた CO2排出量推計結果 
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図 4 設計段階における不確実性分析結果 
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図 6 施工段階における不確実性分析結果 

 




